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１．現場視察・ヒアリングの詳細

6 月 20 日（水）

JICA 8：30 ～ 9：30

面談者：森千也所長、武井耕一次長、松元秀亮職員、磯辺良介職員、調査団 3名

（1）調査団からの調査目的の説明

・10 年程度の長期的視野を考えながら、この夏の要望調査（7 月 20 日ラオス側締め切り）を

検討する。

・IT 分野、経営・経済分野、日本センターを配慮しつつ効果的な案件を検討している。

（2）討　議

・ITに関する政策はSTEAが行い、多分野にわたるわりに、実施はしていない。政策官庁であ

るため、実施はまた別の省庁が担当になる。結局つくりっぱなしのままが多い。→IT政策は

どの国も後付けが多く結果的によければそれが政策であったと公表される。ただ、全くラオ

スIT関係局に知らせずに実施するとJICAのプレゼンスが薄くなるので、ラオス側に事前に

話を入れておく必要がある。また、ラオスの将来の方向性と合致しているかの確認は必要で

ある。

・大学において経済・経営の要素をいれたIT人材育成をめざすが、日本でもまだ取り組んでお

らず、斬新である。日本では、企業でのOJTがあるが、ラオスではそれは無理であろう。カ

リキュラムに実践的な部分を組み入れることを検討する予定。産業界とリンクした大学教育

が必要である。

・ラオスの出口戦略を考える必要がある。現在ラオスの IT 分野で 500 ～ 600 名の技術者がい

ると考える。現在の情報サービス分野での売上はラオスでは5～6億円であるが、これを10

年後に 20～ 30億円にすることを検討してはどうか。収益は、国内産業のほか、海外市場も

考える。海外の候補としては、地理的にも近く、技術者が不足している近隣国タイと、世界

第2位の市場をもつ日本を考える。日本の情報通信企業においては、15億円は1社当たりの

平均売り上げであるため、国際レベルの業務ができれば実現可能である。

・日本市場へのラオス人参入は簡単なのか。→日本は人材不足であり、日本語ができて同等の

環境で働ける外国人ワーカーは歓迎されている。現在は中国人が7割、インド人が2割占め

ているが、一人っ子政策により中国での人件費上昇が予測され、また英語中心のインドより

は、勤労意識が似ているモンゴル、ベトナム、ラオス等がよく、日本語ができる人材は歓迎

される。中国やインドで優秀な人材を確保しやすい大手本邦 IT企業よりも、中小 IT企業の

レベルでは需要が高いと考えられる。

・ラオス側の要望は修士課程の設立である。FEBMの経営はフランス・ベトナム等の支援があ

るが、経済学部については支援が得られないため、日本に期待があるようである。

・学士号取得後のコースをつくることが、大学の能力強化や学部のレベル向上にもつながると

考えている。

・ITの人材育成、法制度整備、ハードインフラのすべてが同時に必要である。浅く広く活動す

る必要がある。

（3）ラオス事務所担当者（磯辺・松元職員）コメント

・ラオスの産業育成に必要なレベルは高校レベルでないかと思われる。中間技術者支援も必要
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である。

・現在ラオスでは、実績よりも学位（資格）が重視されているため、修士号が必要されている。

しかし、修士課程は学生のためではなく、大学の能力強化になるもの、修士号を設置するこ

とによる学部強化につながると考えると、修士課程設立は有効だと考える。

大使館　10：00 ～

面談者：中村健　一等書記官、川久保　潤　二等書記官、磯辺職員、調査団 3名

（1）調査目的の説明　（JICA 事務所参照）

・前回の調査内容をふまえ、高等教育支援プロジェクトでも、産業人材育成、民間セクター支

援に資することに主眼をおきたい。

・JICAとしては、2段階方式の支援を考えている。最初の1～2年を準備・基礎固め期間とし、

本格的に活動するのはその後と考えている。最初から方針を固めてしまうよりも柔軟な対応

ができると思う。ラオス側の要望も強い現在が実施するにはよいタイミングである。

・修士課程設置により学部の授業の質も向上するとよいと考える。

（2）討　議

・NUOL の IT 学部のみでなく、工学部全体の支援は検討するのか。工学部の施設の拡充も要

望があるようである。→池田専門家から話を聞いてみるが、土木学科はタイ、機械学科はベ

トナムの支援があり、IT 学科は日本に期待がある。

・出口戦略を見据えた方針にする（JICA 事務所参照）。

・起業家支援もよいと思うが、初期投資にかかる費用の捻出が難しい。中央アジアであれば、

国際復興開発銀行（IBRD）やドイツ技術協力公社（GTZ）が資金を出しているが、ラオスに

おいては不明。

・STEAの ICT政策は、マスタープランの政策があっても予算はないため、日本が支援するこ

とにより手本になればよいのではないか。

・関係省庁（公共事業省・教育省等）によって ICTに関する考えは異なるため、日本が省庁を

まとめていくのがよいのではないか。

・ローリングプランのなかでは、ICTはインフラに入っている。ハード面の充実は必要である

が、民間セクターとの連携を図ることが目的である。

教育省　11：00 ～ 12：00

面談者：Mr.Ouam SENGCHANDAVONG, Director General, Dept of Planning & Cooperation,

MOE,

Mr. Soimkhanh Didaravong, Director of Statistics of IT Center

Mr. Anolack Chanpasith, Assistant Program Officer, JICA Laos

磯辺職員、調査団 3名

（1）調査目的

（2）現状について

・2010 年からの教育改革に向け、2006 年から準備段階である。2010 年には、現在 3年間の前

期中等教育を 4年間にする予定である。また、ICT教育と外国語（英語が中心）の導入につ
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いて検討中である。初等・中等（前期・後期）のどのレベルについてかは未定である。職業

訓練・高等教育についての方針は、このあとに決まると思う。

・今年からITセンターを設置しているが、主な活動は、①Education Management & Information

system（教育に関する情報収集）と② IT（主に訓練）である。

・ESIT センターの局長のリクエストは以下の 3 点。

1）現在、教育省における ICT 政策はないため、必要である。

2）IT 教育・訓練用の施設・設備が必要である。

3）Education Management Information System（EMIS）の構築・運用管理のキャパシティ向

上が必要である。

・5大学において初等・前期中等の教師育成を行っているが、地方勤務は嫌がり、教師になら

ないものもいる。

・ICTと外国語を導入するにあたり、教員養成は必要であるが、具体的なことは決まっていな

い。

・高卒人材は、実践的な技術がないため、就職が難しい。

・ラオスは農業国であるが、産業化をめざしている。製品をつくり出す新システムをモデルと

してつくるとよいと考える。また、観光業も活性化させたい。木材産業は最近値段が低く

なっており収益は難しい。他に鉱山産業がサワナキット省（？）にある。

・外資と国内企業は給与差が大きく、外資が人気。またビジネスサービス分野において、英語

と ICT のスキルがある人材が求められている。

・1例であるが、あるダム建設現場において、ラオス人はスキルがないため、半数は外国人労

働者である。

・後期中等終了後、高等教育の受入れ先が不足している。高等教育・職業訓練機関は、北部は

韓国の支援が入っており施設・設備の提供がされているが、ソフト面の支援はない。南部（ソ

バナキット省？）は中国が支援をしている。大学レベルをめざす。

・公共事業省などとのリンクはまだない。STEAとのリンクも必要だが、現時点ではまだなさ

れていない。省庁間のコーディネーションに JICA 支援が入ると助かる。

・大学の teaching & learning は、大学が独自に決定権がある。Autonomy がある。

・局長自体は、後半年で定年の予定（池田さん情報）。

SETA　15：00 ～ 16：00

面談者：Mr. Phonpasit Phissamay, Director, Information Technology Center, Science Technology

and Environment Agency（STEA）

Mr. Anolock, JICA Laos、磯辺職員、調査団 3名

（1）現状について

・外資系企業はラオス企業への投資やR&Dの委託をためらう。日本の民間企業で 1年間調査

したのちに、導入を止めたところもある。20年来、企業は拡大するわけでもなく、現状維持

をしている。リスクを心配していると思われるが、具体的な話は聞いていない。企業や商工

会との懇談も必要だと考えるが、まだされてはいない。JICAがこのようなコーディネーショ

ンをしてくれると助かる。

・公務員の副業も仕事の分野と異なれば、可能である。STEAもジョイントベンチャーでラオ



－ 70 －

テレビをもっており、1 割のシェアをもらっている。

・起業のためのシードマネーは、銀行やファイナンスから借りるが利率は高い。銀行は12％、

ファイナンスは月 5％の利子がつく。

（2）今後について

・過去5年間で ICT分野の成長はめざましく、政府も認識している。そのためＥガバナンスの

アクションプランへ3,500 万ドル資金を用意している。これは、民間セクター支援をめざす

ためのものでもある。

・各省庁がそれぞれ ICT ユニットを設置することになっている。

・ICTの市場は大企業に限られていたが、現在は政府の導入により政府も対象になっている。

・STEAから、環境セクターが来月末（7月）に独立した組織になる予定である。また、ICTに

ついても、別組織ができる、若しくは、名称変更か、ministry of communication の一部に移

動する可能性がある。

・来月インドに 30 名、修士課程へ職員を送る。修了後 3年後には政府でE-government 構築の

ため働いてもらう予定。

（3）ドナー支援について

・国内で IT 分野の高等教育を支援しているドナーは現時点ではない。奨学金は海外からも

らっているものもある。

ドナー

UNDP

中　国

韓　国

（KOICA）

インド

（National  Informatics

Center）

内　　　容

ICT政策作成支援及び文字コード作成支援。STEAをC/Pとし、ICT

政策制定、及びラオス語の文字コード国内規格の制定と、国際規格

への反映のプロジェクトを実施している。ラオス語の文字は

UNICODEで採用され、ICT政策は、ごく最近政府に承認された。

2005年6月に、ラオス政府とインターネット、携帯電話システム、

ケーブルTVなどのインフラ整備に協力する覚書をビエンチャンで

調印。

2006年8月には、借款ベースによる6,800万米ドルの電子政府プロ

ジェクトを実施するMOUが締結され、既にシステム構築が開始さ

れている。

SETAをC/Pとし、2004年に電子政府センター（2階建ての建物、パ

ソコン、LAN一式）を無償援助で設立。首都の付加価値税システ

ム、GISシステムの構築が進行中。

SETA内にインド・ラオス研修室を設置。LAN接続のPC25台など

総額5万米ドル相当の機材を貸与した。2005～2006年までの間に、

約150名のラオス政府関係者がIT基本コースなど20コースを受講。

現在、インドの大学でラオス人30名にIT系修士を取得させるプロ

グラムを実施中。
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（4）企業の紹介

・100 社程度 IT 会社はある。そのなかでよさそうな訪問先として、CS コンピューター、サイ

ベリア、マニラソフトウエアを紹介される。

6月 21 日（木）（調査目的は昨日同様。討議内容のみ記載）

NUOL工学部　9：00 ～ 9：45

面談者：Dr. Boualinh SOYSOUVANH, Dean of Faculty o f Engineering,

Mr. Wiboon, Third-country expert 池田専門家、調査団 3名

・学部内 IT Committee（委員会）メンバーを基に、IT タスクフォースができた。委員会メンバー

は電気電子学部の教員が多い。タスクフォースは、外国で学位をとったばかりの若手教員がメ

ンバー。

・職員は教員が 236 名、支援要員が 100 名程度　合計 330 名程。学生数は 5,500 人。教員 1人当

たりの学生数は 23 人。事務部門のヘッドは修士以上の学位をもった教員がなる。事務部門で

も夜間などで教えることが可能。事務職員は大卒、高卒の比率が半分ずつ。

（1）今後のラオスの IT 分野について

・多くの会社で IT の導入があるため、人材が不足している。

・将来はアジア圏での電力線ネットワーク構築をしたい（水力発電の電力を輸出するため）。

・IT は、電力会社、水力発電など、多くの分野で活用できる。

・教育省の改革では、中等教育の初年にメディア教育を導入。3年目にコンピューティング

を導入予定。政府もITに関しては重要だと述べているが、具体的にとりまとめる省庁は不

明で、複数省庁にわたっている。STEA が政策では中心になる。

（2）ラオスの IT を活用する産業について

・assurance company への投資。

・広告宣伝で ITを活用した衣料工場、ハンディクラフト、シルク製品、コーヒー、ビール輸

出等の振興。

・アジア Single Window（IT による通関手続きの簡素化）を進めて、運輸業を振興。

・広告宣伝で IT を活用した観光業振興。

（3）IT でレベルの高い人材が必要な理由

・学士号をもつ人のレベルアップ。

・ネットワークを管理するのは複雑なため、修士号取得者が必要。

・アジア諸国と共同研究したいが、その人材が不足している。

・大学で取り組む意味は、コースの設立だけでなく、訓練も行うことができるから。設立と

訓練の両方を視野に入れている。

（4）政府が今後力を入れる分野（将来像）

・①水力発電、②採鉱、③炭鉱、④セメント会社設立（現在はタイから輸入している）、⑤

エコツーリズム、⑥鉄道、⑦隣国との通過点（橋等の建設により便をよくする）。

・現在の年収 300 ドルを 2020 年には 1,500 ドルにしたい。
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（5）IT 分野への要望

・2年に1度、学生・官庁にアンケートを取っている。人材ニーズに合わせた内容をカリキュ

ラムに反映させている。来月 2 年ぶりのアンケートを実施する予定。

・ソフトウエア開発( Informatic Science)については、IT学部ではなく、Faculty of Science が

取り組んでいる。IT 学部と重なり合わないようにカリキュラムは考えている。

Ministry of Industry and Commerce　10：00 ～ 10：45

面談者：Mme. Khemmani PHOLSENA, Vice Minister

Mr. Somboune Phombovangdy, Deputy Director of IT

Mr. Aplisid SENESOURIVONG, Deputy Director of Division, Foreign Trade Policy

Department

Mr. Khamphoni SOUIMISOMBATH, Vice Dean of Faculty of Engineering, NUOL

池田専門家、 調査団3名

・IT分野におけるマーケットニーズは不明。また取り組むべき優先順位は特にないが、ITの重要

性を政府は認識していて、各省庁においても管理を IT とどのように関連づけるか検討してい

る。

・市場ニーズや今後のIT産業等に関する目標指標は、後日文書により要請をしてくれれば回答す

る。アクションマトリックスもつくっている→後日、NUOL が資料の要請をする。

・起業支援はSMEユニットが最近設立され、Dr.ソムリーが局長である。各ドナーからの支援窓

口でもある。ADB の支援がある。

・先月より、工業省（Ministry of Industry）エネルギー部門はエネルギー省として独立し、その

他は商業省（Ministry of Commerce）の下に統合された。副大臣も着任して 1 ヵ月。

・アジア Single Window（IT による通関手続きの簡素化）を、UNCTAD が開発したソフトウェ

ア、ASYCUDA をコアとして構築する作業が進んでいる。

Ministry of Communications Transports Posts and Construction　11：20 ～ 12：00

面談者：Mr. Sommad PHOLSENA, Minister

Mr. Bounleuam SISOULATH, Permanent Secretary

Mr. Palami PHOMMATHANSY, Director General, Posts and Telecommunications Dept

Mr. Khamphoni SOUIMISOMBATH, Vice Dean of Faculty of Engineering, NUOL

池田専門家、 調査団3名

以下大臣コメント

・当省庁は主に都市計画やTelecommunication の活動をしている。ITの実施省庁ではないが、IT

は通信線を利用するので間接的には、IT の道筋をつけているともいえる。

・ソフトウェア業といった情報サービス産業は、この省では扱っていない。

・ITのインフラだけでなく、人材育成にも重要性を感じている。日本などで留学し学んでもらい

たいと思う。

・IT は既にある技術を活用することが可能であり、発展過程をたどっていく必要はない。

・タイ、ベトナムなどと比べて、ITでラオスは遅れているため、他国に追いつくことをめざすこ

とを政府も方針としてもっている。
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・当省の職員は、テレコムの学位取得者（4年コース）が多い。質の高い IT はディプロマ（3年

コース）保持者がいるが少ない。人材自体が少ないが、更にITの修士号取得者を職員としては

希望する。

・当省でもテレコム訓練センターをもち、NUOLの隣に建物がある。訓練対象は政府職員。ディ

プロマ 4 年コースもある。

・NUOLとの交流はないが、一度 ITコースの教員に来てもらいたい。当省職員を ITコースに送

り勉強してもらいたい。

NUOL　13：30 ～ 15：00

面談者：IT委員会メンバー（Mr. Phonesaseuth SATAHACK, Deputy Head, Department Electronice

Engineeringほか、アドミニ職員込み10名）、学部長・副学部長・池田専門家・Wiboon、

磯部職員、Analock 職員、調査団 3名

・IT産業は今後、企業からの需要も増えるので、人材が不足する。現在 60名の ITコース卒業生

がいるが、このペースでは需要に対応できないので（具体的な統計はない）、卒業生も増やし

たい。具体的にどの分野に就職できるかは明確ではない。

・IT の修士課程はまだないので、設立には意味がある。

・他大学（スパヌバン大学？）の IT 学科が設立される予定がある。

・企業が必要としている IT 人材は、IT Manager で、プログラミングからネットワーク管理、シ

ステム管理まで可能で、ソフト・ハード両方が扱える人材である。→このような超人的にすべ

てをカバーできる人材は、2年間の修士課程を設立したとしても、育成は不可能ではないか。

・NUOL の学位取得者と政府関係者が IT コースの学生であったが、グループ Cから、新卒生の

入学も開始した。

・ITサブセクターとしては、日本ほど詳細な分類はなく、一般 ITと ITマネージメントの２つし

かない。一般ITには、ソフトもハード、コミュニケーション、IT技術者などが含まれている。

・プロポーザルの提出をするが、あまり前回と変わっていない。

卒業生（3＋ 2＋ 2 ＝ 7 名）との面談　15：30 ～ 17：00

Mr.Vileuykham Lasasimma , Mr. Khamdy Bouthakhanh, Mr. Sisamone Srithirath,    Mr. Khomdeth

Chitpasong, Mr. Sengchanh Homsylahack, Mr. Keokamlaya Sihalath,    Ms. Vanida Vorasarn,

学部長、池田専門家、調査団 3名

・昼間は仕事し、夜間のコースを終了した学生 4名と、現在学生の 3名。来月（2007 年 7月）に

卒業を控えたグループ C（履修期間 2 年間）は 2005 年 3 月卒業 2 名、グループ B は 2006 年

8 月卒業（履修期間 2年間）2名、グループAは 2007 年 7月（履修期間 3年間）の学生 3名。

・働きながら学べるので、授業料が工面できた。一方、NUOLの教官は大学が授業料を負担して

いる。

・情報関係の認定試験はラオスにはない。学んだあとすぐに働くことは可能である。レベル選抜

するほど、IT 分野を専門とする人数は多くない。

・コース修了後、職場での昇進があった。職場内で ITの専門家として頼られたり、新たな IT関

連ポストがつくられた（グループ C）。

・在学中、1ヵ月間だけの集中講義であった（グループA）ため、十分習得できなかったものも
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ある。

・全員が学んだことは、仕事に生かせており、コースは有効だった。

・修士ができたら、また学びたいと全員考えている。しかし、自費で学んだ人には授業料が高す

ぎると、入学できないので授業料設定は考慮してほしい。

・必要だと思う科目は、プログラム、データベース、ネットワーク、プログラム（JAVA）。コー

ス全体を把握する導入部分が必要。

グループ

・　A

・　A

・　A

・　B

・　B

・　C

・　C

・　現　職

公共事業省のデータベース

責任者

NUOL電気電子学部の教員、

データコミュニケーション

を指導

NUOLコンピューターサイ

エンス教員

BCEL（銀行）での IT セン

ター勤務

BCEL（銀行）での IT セン

ター勤務

UNDP職員

ネットワーク担当（テレコ

ム・LAN・サーバー管理・セ

キュリティも含）

教育省の一般事務と IT

（ネットワーク、ウェブデザ

イン）担当

コース入学前後の

状況

卒業後昇進

卒業後電気科長になる

JICA集団研修に参加

卒業後、ラオーシンガ

ポール案件の次長

・

入学前はNUOL 建築

で学位取得

入学前はラオテレコム

で広報・マーケティン

グ担当していた

入学前は IT 担当では

なく一般職

必要だと思う

科目・リクエスト

ネットワーク

プログラム

（JAVA）

・

プログラム・デー

タベース

・

ウェブデザイン

・

BCLの ITセンター

には15名のエンジ

ニアがいる

・個別インタビューで、改善すべきと指摘された点

■ Programming の内容が薄い（Group A）。

■今後カバーしてほしい内容としては、VB.Net、Database 管理（Oracle, MySQL）、Web Design

などがある（Group A）。

■Network Security、Router configurationといった現在の業務に直結する講義がなかった　（Group

B）。

■ Programming の内容が薄く、もっと実践的なものとしてほしかった（Group B）。

■教科書の一部に古い内容のものがある。また、IPv6といった職場で必要な最新知識も網羅さ

れていない（Group C）。

■生徒は、入学時、PCでオフィスアプリケーションを利用した程度の経験しかない者が大半で

ある。それなのに、IT専門の基礎（基本的な用語の解説など）がなく、当初、授業について
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いくのに困難を感じた（Group C）。

6月 22 日（金）　（調査目的は昨日同様。討議内容のみ記載）

LICA　9：00 ～ 9：45

面談者：Mr. Thanongsinh Kalagna (President / CEO of DATA COM)

Mr. Anou Keophonexay (Manager of Software Development, DATA COM)

Mr. Khamla Souriyasack (General Manager, Advanced Programming &

Information Systems Consultancy, APIS　Resources)

Ms. Dockkhoume   (Staff, MICRO INFOR)

Analock 職員、調査団 3名

・先週JISAのミッションを受け入れた。マレーシアのSecretary General がLICAを訪問した（も

しかするとマレーシアの駐在員がいるのか？）。

・LICA は商工会の下部組織のアソシエーション。2 年前に設立された。

・ICTにかかわる卒業生は 600 ～ 700名で、基礎的なスキルは特に問題ないと思う。目標とする

市場や ICT従事者数は、科学省と検討する必要がある。従事する人材が増えれば、大きなプロ

ジェクトに取り組める。

・現在の情報サービス市場規模ははっきり分からない。明確な根拠はないが、ハードウェア販売

や Telecom すべてを含めた IT 関連売上が 2,000 万ドルくらいだとすると、その 20%程度が情

報サービスによる売上だと思う。

・テレコムにかかわる人材も不足している。現在、タイが中心となって支援している。

・IT コミュニケーションよりも IT サービスの需要が増えている。

・ラオスのソフトウェアはニッチな分野をねらっており、大手が扱わないような小規模のプロ

ジェクトを提供することができる。

・Java によるシステム開発ができるエンジニアが不足している。40 名のエンジニアが集められ

ず、海外からの受注を断念した事例もある。

・コールセンター、特にタイを市場としたものは事業として成り立つ可能性が高い。

・ソフトウェアパークやITパークの必要性は感じており、UNESCAPが関心をもっており、ITマ

スタープランに入れている。

・海外市場へも出しているが、マーケットを探すのは海外の会社であり、ラオスは作成のみ。

・海外市場として考えられるのはタイ。そのほか、ミャンマー、ベトナム、オーストラリア等。

IT は、ベトナム語、英語等ができる人材が代表となり経営している企業が多い。

・認定資格制度設定には賛成。

・大学は産業界に目は向けず、学内のみをみている。大学と LICA が協業したことはない。

・大学卒人材は、実践不足なので、学内での実習が多ければ、就職後すぐに働くことが可能であ

る。

・DATACOMのソフトウェアチームの職員は5名、そのうち４名はオーストラリア学位取得者、

1名はNUOL卒業生。DATACOMは学校も経営しており、マーケットコースを提供している。

・APIS は 6 名職員がおり、全員が NUOL（Faculty of Science）卒業生。

・MIC は 6 名職員がおり、全員ラオス人、NUOL(Faculty of Electronics)卒業生が多い。

・STEA からの話もあり、NUOL と共同で働く機会をつくっていく予定である。
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・商工会からの依頼で、マガジン用に IT に関する記事を書いている。

・ラオスの大学もマネージメントについては、企業から講師を派遣している。講師は大学教員の

コネがほとんどである。

・これからのエンジニアに特に求めたい技術は、J2EE、LAMP などである。

・NUOL で客員講師を務めることは可能である。

・ニーズにあったカリキュラムは考えている。

Quest College　10：00 ～ 10：45

面談者：Mr. Masami Smitavej , Former Director/ Advisor

Mr.Phonethip Viravongsa, Director

Ms. Vongvaly Viravongsa, Deputy Director

Analock 職員、調査団 3名

・1999年にフィンランドの地方自治体の団体資金により、設立。徐々に、フィンランドの支援を

減らし自立していく方針であり、2005～2006年は、フィンランド団体の資金支援があったが、

2007年よりラオス人のみで運営することになっている。現ディレクターはラオス人であるが、

前ディレクターは、フィンランドの団体から指名されたタイ人が 3.5 年勤める。

・地域貢献への取り組みもあり、週末には地域活動を行うこともある。障害者のための資金や子

供用奨学金もある。

・短期コース（1 ヵ月程度）、長期コース（3 年ディプロマ）がある。長期コースは新設で、第 1

バッチの 30 名が卒業したところ。現在は第 2 バッチの学生がいる。

・完全な私立で、教育省からの補助はない。授業料年間 400US ドルで高額。

・学生数は午前コース、夕方コースを合わせ 70 名。教員は 8 名。うち、ラオス人 5 名（現在は

NUOL の経営学部からだが、IT コースへの依頼も検討中）。タイ人 3 名。

・実践的な授業が必要であり、取り入れている。8～ 9 割の卒業生は、仕事を得ている。国内企

業が多い。IT 会社にかかわらず、外資系に就職するものもいる。

・日本の業界団体とは、現時点では関係はもっていない。

・フィンランドの予算が減りつつあるため、教員はラオスで探す必要があり、夕方の授業は

NUOL に頼もうと考えている。

・官公庁等で授業を教えて、資金獲得することも考えている。

Be Lao　13：30 ～ 14：50

面談者：Mr. Khamsavay Sypaseuth, CEO

Mr. Bandaxay Lovanxay , COO

Analock 職員、調査団 3名

・職員 7 名（うち 2 名経営者）、経営者 2 名を含む計 3 名は日本に学部から留学。経営者は日本

企業で働いていた。そのほか、4 名はラオ人で NUOL（工学部・経済学部）卒業者もいる。

・現在、仕事の 50％は日本から受けているが、開発規模 2～ 3人月程度で、要件だけが示され、

その後の工程をすべて受注するという形態が多い。利用するプラットホームは、VB、Java、

Access、MS-SQL、LAMPなど。LAMPは国内企業が社外向けの広告用に構築するケースが多

い。
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・どんなスキルがIT技術者に必要かという以前に、絶対的な人材不足である。国立大学のレベル

も日本より低いレベルで教える必要がある。

・コンピューターマネージメントの育成がNUOLでは中心になっているが、プログラムをつくれ

るものではない。大学教員のスキルレベルが低いのではないかと感じている。JavaのInterface

といった基礎的なものが、理解できていない生徒が卒業している。更にいえば、コンピュー

ターサイエンスもしっかり学んでおらず基礎がない。

・必要なスキルは、日本の高等専門学校や専門学校の内容で十分。現在の修士号は政府職員が昇

進のためにほしがっている。ITは技術の進歩が早いので、修士を取得し、時間をかけるより、

短期コースですぐに仕事に使えるほうが有効。

・大学のなかには、タイの大学卒業生のように、よいものが作れる教育をしているところもあ

る。Project Based learning（PBL）が必要である。大学のコースにするなら実習時間を十分とる

べきである。当社では新人研修で PBL を行っている。

・IT産業では、マネージメントとは別のスキルが必要である。パソコンを修理できるような技術

をもつ人も必要である。

・国内においては、ネットワークの需要は現時点で低く、LAN 程度の知識で十分。

・海外市場は増加していて、減ることはない。当社は日本のみが海外ターゲットだが、同業者に

はアメリカをターゲットにしているところもある。

・資格試験も今は不要だが、これからは必要。

・経営者の 1名は日本で修士号を取得しており、要求があればラオスの発展のため、NUOLで授

業を教えることも可能である。

・ラオスはトップダウンで実行しないと物事が動かない。また、一任するのではなく適宜モニタ

リングが必要である。

・ラオス人には独自の発想がない。考えるための材料・オプションを与える必要がある。

・政府方針について、ITを軽視していると感じる。民間企業の税控除はなく、起業家支援もない。

インキュベーターもなくても影響はないようである。

・将来は必要になるだろうが、現時点では IT 日本語授業に対するニーズはないと思う。

Soutsaka Institute　15：00 ～ 15：40

面談者：Ms. Vankham Souligna, Deputy Director

Mr. Chaleum, Technical Support of IT system, Network and Server

Analock 職員、調査団 3名

・4年前にラオス人により設立。学長は、NUOL 卒業生で、日本（九州大学）で博士課程を取得

中。

・①ビジネス経済学部（学士号・4年ハイヤーディプロマ）、②情報技術学部　（4年ハイヤーディ

プロマ）、③コミュニケーションアート学部1（4年ハイヤーディプロマ）がある。情報技術は

人気がある。また、英語・日本語・中国語など、誰でも参加できるコースも提供している。

・授業料は 1 セメスター 130US ドル。32 名の学生がいる。収入源は、授業料のほかに、コンサ

ルティングチームがあり、ビジネス・金融分野、ITのコンサルティング業務を行っている。教

1　テレビのプログラム作成などを扱う学部で2007年度に開設された。
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員は常勤 10 名で、非常勤が 30 名（KMITL の卒業生や企業から）。

・第1バッチの学生を卒業させたばかりである。16名の入学者のうち7名が卒業。NUOLに入れ

ない学生たちでもともとのレベルは高くない。質の高い教育を維持するため、修了者が少な

い。

・就職状況はよい。カリキュラムのなかで、インターンシップを2ヵ月行っている。その間に、

企業が採用を決めることもある。

・NUOL とはロボットコンテストでともに取り組んだ。

・大学は学生数が多いが、私立は少人数のため、1人 1人に目が届く。また、学生はNUOLや他

の大学と 2 ヵ所で学んでいることもあれば、働いているものもいる。

・IT マネージメントは、需要は多いが 1社に 1、2名いればよい。ITエンジニアが必要である。

Lao Telcom　16：00 ～ 17：00

面談者：Mr. Ponepan Pattanapison（ICT Deputy Manager, IT Section）

Analock 職員、調査団 3名

・IT セクションの代表はタイ人で、キングモンクット（KMITL）卒業生。

・ソフトウエアエンジニアは本部に 8 名いて、Management Information System, Billing System,

Point of Sales Systemといったソフトウエア開発を行っている。開発規模は10人月程度。Package

は使わず、すべて内製品。NUOLの卒業生や、ITブリッジ卒業生3名もいる。また、タイで学

んだものも多い。

・新入社員は、C#、 VB、PHPの基礎知識しかなく、もっと深い Programming スキルをもってい

たらと思う。Javaができるエンジニアはごく少数であるため、Javaを用いる仕事はほとんどで

きない。

・ITサポート要員がおり、本部に 10名程度、他のブランチに 20名、また各省に 1名ずついる。

地方勤務者を増加させたい。

・毎年 2、3 名採用している。入社後、マレーシア政府の短期コースに送り、一般的知識を習得

してもらう。そのなかで質がよければ、ソフトウエアの勉強をしてもらう。本来 10 人程度採

用する必要がある。

・今後はより多くのソフトウエアエンジニアが必要。

・社内のドキュメントにはUMLを用いているが、これは内部で教えている。ER図は IT ブリッ

ジ卒業生も知っていた。

・必要なスキルは、Database Design, DB Administration（Informix, Oracle）, Application Design,

Project Management など。

6月 25 日（月）（調査目的はこれまで同様。討議内容のみ記載）

NUOL FEBM　9：00 ～ 10：50

面談者：Mr.Khamlusa　Nouansavanh, Dean of Faculty of Economics and Business Management

Mr. Nantha Vongmachanh ,Head of administrative division, FEBM

小山峯子短期専門家、Ms. Ms. Silavanh Vongphosy, JICA Laos、調査団 3名

・プロジェクト開始以来、10年ほど経つが、初年度の学生は500名であったが、現在は毎年1,000

人入学させている。希望者も多く、学生のなかでは最も人気のある学部である。優秀な学生が
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入学する。25％は通常の学生であるが、残りは夜間コースの学生であり、授業料も高い。（通

常コースは年間 8US ドルに対し、夜間コースは月 7US ドル）夜間コースの学生は企業で働い

ており、現在直面している問題に対し直接対応することが可能である。

・現在、経済と経営学部 2 学部であるが、6カリキュラムを増やし（学科には相当せず）を設置

することになった。施設の収容能力の限界もあるため学生はこれ以上増やさず、現在の学生を

振り分ける方針。これらのコースは 2 年目から学生の専攻になる。

・5 年後にはアンケートをとり就職先のニーズに合ったカリキュラムやコースをつくる。

・修士号は必要である。省庁は給与・昇進に学位が影響するため要望は強い。

・教育改革により現在 5 年間の学部就学期間は 2009 年には 4 年間になる。現在の大学 1 年目の

基礎共通課程はなくなる。

・留学できない学生のために、FEBMが主管でベトナム国家ハノイ経済大学の学位取得が可能な

修士課程（MBA）を設置した。在籍学生は 80 名であり卒業生はこの 8月に第 1期生が卒業す

る。博士課程の設置も考えている。人数が少ないため施設の増設は不要だと考えている。

・Office of Graduate Studyが主管で中国の修士（MBA）が取得できるコースもある。学生は日中

就労しており、夜間のみ大学に通う。授業料の多くは所属先が支払っている。

・NUOL行政学部が支援実施しているフランス大学のMBA設立の移管の検討も始まっている。

FEBMの教員を講師にする話もフランス側からは来ているが、ラオス側の問題でまだ決定され

ていない。

・今後もベトナムの修士取得プログラムは継続するが、ラオス自前の修士号も必要であると考え

ている。年間 700 ドルの授業料で客員教授を呼ぶことが可能であると考える。

・修士課程の設置は、教授のなかに博士号取得者が数人いる必要があるが、その条件が揃えば設

置は難しくない。

・日本の支援によるメリットは、①外国の支援が入ると評判がよくなりよい学生が入学する。②

学生数も増加したため、多くの施設が必要である。20 教室増設したい。施設費にはローンを

使ってもよい。企業からも施設用費用の協力が得られないか、検討中である。

・現在ラオスでは起業しようとする人は 5％未満であり、まだあまり人がいない。アジアリンク

プロジェクトで、起業家用のカリキュラム開発とSMEマネージメントに取り組む予定である。

・韓国の支援も開始されており、他の高等教育機関では IT マネージメント（E-Commerce）、観

光、国際ビジネスを始めた。

・遠隔教育も地方公務員による強い要求があり考えているが、配線使用料が 500 ドル毎月かか

る。まだ開始していない。

・LJC の経営コースは 9 割は FEBM の教員が行っている。

LJC　11：00 ～ 12：30

面談者：佐藤　幹治　所長、幸喜　仁　調整員、

Dr. Bounlouane Douangneune, Deputy Director, Ms. Ms. Silavanh Vongphosy, JICA Laos,

調査団 3名

・ひととおりの研修を8～9割の企業が受講したため、よりレベルの高い内容が求められており、

修士課程や修士課程の一部になるような授業の要求がある。現在、LJCでは修士号は出せない

がFEBMは可能である。経営学部修士課程設置については、FEBMと一緒に作業する必要があ
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る。LJCで取得したコースをFEBMの修士過程の単位に変換することができるとよい。経済学

部も支援することはできるが LJC には対応できる職員は十分いない。

・現在の研修コースも企業等の要求に応じた内容のコースをつくることも可能である。

・研修コースは実践的であるといわれている。また、JICAネットを利用し、日本の教授の授業を

受ける短期講座も実施している。

・現在は経済学部よりも経営学部のほうが世間の需要は高い。

・ラオスの会社は多くが中小企業であり9人より少ない社員がほとんどである。その次の規模は

10 ～ 100 人である。

・プロポーザルは FEBM と話し合いをして連携をもたせたものを相談してみる。

・FEBM修了後、人間開発部や社会開発部で支援が継続できないのであれば、LJCを通じて専門

家を派遣するなどで FEBMの支援は続けるべきである。

・将来、ITユーザーを対象にした研修コースが必要となる場合には、LJCを活用することも可能

である。

6月 26 日（火）

NUOL工学部　9：00 ～ 12：00

面談者：IT委員会メンバー（7名）、池田専門家、調査団 3名

（1）IT 委員会メンバーの討議結果報告

・大学側の委員による検討の結果、「IT スペシャリスト養成」を主眼に置き、大学での実習を

組み込んだ短期コースの提供、それらを累積し修士号取得になるようなプロジェクトの提案

があった。

・IT スペシャリストの業務分野をアプリケーションソフトウエア、ウェブ技術、セキュリ

ティ、ネットワーク、データベース、システムマネージメント、と設定し、レベル3～ 4（中

堅）をめざす。ウェブ技術はサーバー管理などエンジニア分野のものであり、ウェブデザイ

ンはアプリケーションのなかに入っている。ラオス側の需要が多いのは、ウェブデザインで

ある。

・アプリケーションソフトウェアを行うにはプログラムスキルが必要である→コンピューター

サイエンス学部で行っているので、何らかの協力が必要なのではないか。学部レベルで習得

しておく必要がある。

（2） 調査団案の説明・討議

・調査団の考える産・学・官との連携案とも類似していたが、学内企業については長期的な活

動につながる点で賛同を得ているが、会社組織がどのようなものであるが理解できてない可

能性がある。

・調査団の案に対し、大学側からは企業から講師を呼ぶ際には、費用がかかり通常依頼が難し

いとの指摘→企業人もJICA短期専門家から技術指導を受けられるという利点もあることを

伝えインセンティブを高めてもらう。

・また短期コースなどを大学の単位として認定する制度や、アセアン諸国で使えるアクレディ

テーションシステムを導入したいとのコメントあり。

・JICA短期専門家は直接学生の指導はしないので、教官を指導し教官たちは、同様の内容を学

生指導する必要があることも伝えた。
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（3）施設見学

・電気電子学部－授業は朝・午後・夕方コースとあり、教員 50名程度に対し学生は1,000 名在

籍。

・ラオス日本技術訓練センター(Laos Japan Technical Training Center)－訓練センターにはSVが

2 名在中している。家電の修理や発電機を作り収入を得ている。

国家計画投資委員会（Committee for Planning and Investment：CPI）　 14：00 ～ 15：00

面談者：鈴木　基義　専門家、井出専門員、高木 Jr．

（調査目的はこれまで同様。討議内容のみ記載）

・ラオスの現状は、日系企業の投資申請は毎年 3、4社程度であるが、今年は 20 社を超える見通

し。訪問企業は現在まで 23 社あり、うち 18 社は今年中に申請する予定である。

・増加の理由としてはこれまで、タイで行われていた労働集約的企業の一部が、賃金の安さや言

葉の類似性からラオスに移ると考えられている。タイの最低賃金が 191 バーツ / 日（600 円程

度）であるのに対し、ラオスは 30 バーツ / 日（100 円程度）である。

・工業団地や経済特区の設置は首相府が主導で行うことになっており、当委員会は投資に関する

ことのみ。

・企業の免税措置は、首相府と財務省による決定で行う。

・民間セクターの情報については「ラオ PDR」で毎年、国立統計局（CPI の下部組織）がデータ

を出している。

・国家の産業政策というものは特にない。優遇措置を受ける場合は、期間限定の活動である。IT

に特に限定しているわけではない。

・投資元は中国が投資件数では最多であり、投資量ではタイが最多。韓国からの投資も増加して

いる。

・日本の製造業がラオスに参入してくることが見込まれるため、この 2、3 年でラオスの状況は

かわるのではないか。

・日本語人材を育成し、ラオスにおいて日本語で稼動する工場設置を行うことも有望である。タ

イにあるビデオ器具のハイテク工場に例がある。

・現在、ラオスには株式市場がない。起業家支援の方針も国家は出していないが、収入が増える

のであれば起業に興味をもつ者も増えると考える。IT産業は簡易なソフトウエアや下請けから

開始しても採算はあるのではないか。

・外資との合弁はラオス全体の半分程度である。観光業・鉱山などは、外資の規制がかかってい

る分野であり参入しにくい。

・日本のニーズとラオスをつなぐ大学教育という点で、調査団の事業案は、方向性としてはよい

と考える。
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